（様式8）
提案書
Ａ事業者概要
参加申出書と併せて提出した「事業者概要書」を提出資料とする。
Ｂ履行場所
活動を行う事業所施設の所有方法、所在地、地域開放スペースの有無を記載すること。
	所有方法
	賃貸借　・　自己所有・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	所在地
	〒


	地域開放スペース
	□あり・常設（事業所併設）
□あり・常設（事業所とは別の敷地に確保）
□あり・非常設（活動日ごとに確保）
□なし
□今後、開放予定（計画時期　　　　　　　年　　　月頃）


Ｃ　委託料の使用用途
本委託料の用途について具体的に記載すること。
	


Ｄ　対象エリア
本事業の実施範囲として想定される対象エリアを記載すること。
(※)なお、事業開始後、地域の実情に合わせて柔軟に変更することは認められるため、現時点の想定で可。

	例）○○区●●△丁目、■■×丁目、▲▲町周辺



　【活動実績】
①利用者の自宅や地域での暮らしを支えるためにどのように工夫をしているか、実績等具体
的に記載すること。

②利用者へのケアを通じた近隣住民や地域の関係者との関係づくりの実績等を具体的に記載
すること。
	


【地域との関わり】
③近隣住民や関係者等、地域における活動内容や地域との関係性、介護保険サービスを利用
していない地域住民からの相談・支援の実績等をＰＲも含めて具体的に記載すること。
	


④地域で活動する際に、関係する主体と協働して対応した実績等をPRを含めて具体的に記載
すること。
	


【対象エリアの状況把握】
⑤－１　　対象エリアの状況把握のための情報収集の取組を記載すること。
また、これまでの活動等を通じて把握している対象エリアの状況を⑤－２対象エリア状況シートに記載すること。
	


※他に⑤－２対象エリア状況シートを作成し、次のページに添付

【人員体制】
⑥生活支援コーディネーターとして配置する人材の経歴を記載すること。（複数人を予定する場合には全て記載）
また、地域支援等の経験や、本事業の対象エリアでの活動実績等がある場合には併せて記載すること。

	


⑦本事業の実施に係る事業責任者等の人員体制を記載すること。
	


体制について、次の中から該当するものを選択すること。
	
	生活支援コーディネーターの配置により事業所のスタッフ増員（新規雇用、法人内の捻出のほか、既に基準外の地域連携等を業務とした部署・職員の配置がある場合を含む）となり、かつ、専従の生活支援コーディネーターを事業所内に配置する計画になっている。

	
	生活支援コーディネーターの配置により事業所のスタッフ増員（新規雇用、法人内の捻出のほか、既に基準外の地域連携等を業務とした部署・職員の配置がある場合を含む）となり、かつ、事業所スタッフが生活支援コーディネーターを兼務する計画になっている。

	
	生活支援コーディネーターの配置により事業所のスタッフ増員（新規雇用、法人内の捻出のほか、既に基準外の地域連携等を業務とした部署・職員の配置がある場合を含む）となる計画になっている。（上記以外）

	
	事業所のスタッフが増える計画にはなっていない（事業所内の内部捻出等）


生活支援コーディネーターによる地域支援活動の計画

⑧　対象エリアにおける生活支援コーディネーターの活動計画を具体的に記載すること。（生活支援ニーズを把握、地域資源の把握、地域資源の活用、事業所資源の活用方法、地域関係者との関係づくり、地域との連携についてこれまでの実績と共に言及すること。）
	


①～⑧については内容を補完する資料の追加はＡ４片面5枚までの範囲内で認める。

事業所のネットワークづくり等の取組
⑨　介護サービス事業所の顔の見える関係づくり、複数事業所による勉強会の開催など、地域の介護サービス事業所のネットワークづくりの取組実績がある場合、具体的に記載すること。（※過去３年間の実績を記載）
	


行政との連携・制度理解
⑩　過去１年間に、介護保険制度に関する国・県・市等の行政機関による検討会への参画、研修企画等への協力実績、その他かわさきいきいき長寿プランの推進に資する取組、各区役所と連携して実施した取組（分野問わず）がある場合、具体的に記載すること。

	











